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介護給付費分科会

第225回介護給付費分科会は、介護報酬改定に向けた検討の一環として12団体からヒアリングが行われました。
①全国ホームヘルパー協議会 ②日本ホームヘルパー協会 ③日本認知症グループホーム協会
④全国小規模多機能型居宅介護事業者連絡会 ⑤全国定期巡回・随時対応型訪問介護看護協議会
⑥地域共生ケア全国ネットワーク ⑦全国介護事業者連名
⑧日本福祉用具供給協会 ⑨日本福祉用具・生活支援用具協会
⑩高齢者住まい事業者団体連合会（全国有料老人ホーム協会、全国介護付きホーム協会、高齢者住宅協会）
⑪全国個室ユニット型施設推進協議会
⑫介護人材政策研究会
物価や賃金の高騰で経営が圧迫されていると、複数の団体から、基本報酬の引き上げなどの要望が相次ぎ、人
材確保のために介護職の魅力発信の強化、看取り加算の創設を求める声も出されました。

⑦日本福祉用具供給協会
・貸与を原則とする現行制度の維持
・廉価と指摘される福祉用具の種目・種類については介
護保険福祉用具・住宅改修評価検討会における適正化
・福祉用具貸与価格上限設定制度の見直し

⑧日本福祉用具・生活支援用具協会
・福祉用具安全情報プラットフォームの構築
・福祉用具は「貸与が原則」を維持

⑨高齢者住まい事業者団体連合会
全国有料老人ホーム協会

・福祉用具安全情報プラットフォームの構築
・福祉用具は「貸与が原則」を維持
全国有料老人ホーム協会

・基本報酬の向上
・処遇改善制度の簡素化及び加算要件の弾力化
・収支差率について、税引き後の数字で比較を
全国介護付きホーム協会

・基本報酬の向上
・加算の新設（排せつ支援加算、科学的介護推進体制加
算（Ⅱ）の創設と単位数アップ
・入院継続支援加算の要件の見直し（医療的ケア（喀痰
吸引・経管栄養）の体制評価
・処遇改善加算の一本化

⑩高齢者住宅協会
・訪問介護等の居宅サービスにおける同一建物減算の撤
廃あるいは減算割合の削減
・居宅介護支援事業所における同一建物減算への適用を
行わない

⑪全国個室ユニット型施設推進協議会
・ユニットケア研修の充実を図り、サービスの向上とユ
ニットケアの普及促進
・賃金目標の設定と目標に向けた年次計画の策定及び物
価等に連動した新たな介護報酬改定ルールの策定
・複合型サービスの推進策として別の介護事業者への業
務委託方式の導入、短期入所の看取り介護加算の創設

⑫介護人材政策研究会
・物価高騰等を踏まえた大幅な基本報酬の引き上げ
・処遇改善関連加算の一本化と人材確保、定着等に係る
上位区分の創設
・介護福祉士に認められる医療行為の範囲拡大

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_35413.html詳細は厚労省HPへ

主な意見
①全国ホームヘルパー協議会
・事業継続を可能とする基本報酬引上げ
・サービス提供責任者の業務に対する適切な評価
・統一した訪問介護計画書様式の作成
・同一建物減算（集合住宅減算）の適正化
・既存の訪問介護と連携できる複合型サービス類型の創設

②日本ホームヘルパー協会
・人材確保や雇用継続につながる報酬単価の設定
・土日・祝日・年末年始の手当の保障
・退院・通所時カンファレンス参加の加算創設
・喀痰吸引などへの加算創設 ・看取り加算の創設
・感染防止に対する継続支援と感染に配慮した事業所への
加算の創設
・訪問介護人材の確保と育成の強化、訪問介護の魅力発信

③日本認知症グループホーム協会
・基本報酬の充実
・認知症ケアの評価の充実、拠点化の推進
・入居者の重度化、看取りへの対応の充実
・介護人材の有効活用（介護支援専門員の柔軟な働き方が
可能となるような方策）

④全国小規模多機能型居宅介護事業者連絡会
・物価高騰における経費増加のため、基本報酬を評価
・要支援者を受け入れやすい環境整備
・人員基準緩和
・外部の居宅介護支援事業所導入は反対
・市町村による「地域デザイン」の重要性

⑤全国定期巡回・随時対応型訪問介護看護協議会
・物価・賃金高騰対策を
・「定期巡回・随時対応訪問介護看護」と「通所介護」を
組み合わせた新しい複合型サービスの創設
・保険者やケアマネジャーの理解の促進

⑥全国介護事業者連盟
・リハビリテーション・機能訓練・口腔・栄養の一体的取
組みの更なる評価
・個別機能訓練加算・生活機能向上連携加算の算定要件見
直し
・処遇改善関連加算の一本化と書式の更なる簡素化、居宅
介護支援に対する加算の創設
・訪問＋通所複合型新サービスにおける包括報酬払い

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_35413.html
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